
第３章 関係法令の概要 

五〔 土 木 関 係 〕 

４ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 
〔急傾斜地崩壊危険区域内の行為の許可〕（法第７条）  

法 の 趣 旨         

 

 

 急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護するため、急

傾斜地の崩壊を防止するために必要な措置を講じ、もって民生の

安定と国土の保全に資することを目的としています。 

許可の必要な行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 急傾斜地崩壊危険区域内において、次の行為（制限行為）をす

る場合。ただし、非常災害のために必要な応急措置として行う行

為、当該急傾斜地崩壊危険区域の指定の際すでに着手している行

為及び政令で定めるその他の行為については、この限りではあり

ません。 

 １ 水を放流し、又は停滞させる行為その他水の浸透を助長す

る行為 

 ２ ため池、用水路その他の急傾斜地崩壊防止施設以外の施設

又は工作物の設置又は改造 

 ３ のり切、切土、掘さく又は盛土 

  ４ 立木竹の伐採 

 ５ 木竹の滑下又は地引きによる搬出 

 ６ 土石の採取又は集積 

 ７ 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊を助長し、又

は誘発するおそれがある行為で政令で定めるもの 

  ※急傾斜地崩壊危険区域とは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条の規

定により、関係市町村長の意見を聞いて知事が指定した次の

区域 

 (1) 崩壊により相当数の居住者等に危害が生ずるおそれの

ある急傾斜地 

  (2) 急傾斜地に隣接する地域のうち、急傾斜地の崩壊が助

長され又は誘発されるおそれのある区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可の必要な区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

急傾斜地崩壊危険区域に指定された区域 

【参考】急傾斜地崩壊危険区域の状況 

 令和５年４月１日現在 

区  分 

建設事務所 
箇 所 数 

面  積 

(ha) 

県 北      73 68.98 

県 中      115 135.46 

県 南      61 51.97 

会 津 若 松      37 43.12 

喜 多 方      32 36.26 

南 会 津      11 9.43 

相 双      32 25.71 

い わ き      144 158.72 

合 計 505 529.65 

 （資料：砂防課） 
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五〔 土 木 関 係 〕 

 

許 可 権 者         

 

 

 知事（建設事務所長に委任） 

 

 

許 可 基 準         

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 許可の申請に係る行為が急傾斜地の崩壊を助長し、又は誘発

するおそれがあるときは、これを許可できません。 

 

２ 審査基準 

  福島県急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律施行細

則（昭和４４年規則第９７号）等の定めるところによります。 

 

 

 

担 当 機 関         

 

 

 

 

 

 

 

本庁 土木部 河川計画課 

 

出先 建設事務所 総務部 行政課 

    

 

   ※土木事務所 総務課 

 

 

手続フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 制限行為にかかる急傾斜地崩壊危険区域が、土木事務所管

内の場合は、土木事務所長を経由して提出しなければなりま

せん。 

 

 

 

備 考         
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